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1870 年 9 月の対独敗戦から 1875 年の憲法的諸法律が成立するまでの時期














































1870 年 9 月 2 日，スダンにおける皇帝ナポレオン 3 世の降伏の後，フラ
ンスには権力の空白が生じた5）。9 月 4 日， パリにおいて 「事実上の政府」 と
して組織された国民防衛政府 le Gouvernement de la Défense nationale は，






















































































多数派は，1871 年 8 月 31 日法律におけるこの抜け穴を塞ぐべく，「二年を
要して，国民議会は彼の権限を削減し，彼がその才能によって支配する議会
審議への参加権を制限」することとなった20）。「公権力の諸権限と大臣責任























方強固なレジティミストである29）。1874 年 5 月，ブロイ内閣は国民議会に対
34
して上院 Grand Conseil の組織に関する法律案を提出したが30），法案提出の
翌日に内閣は退陣した。1 カ月後，カジミール＝ペリエは国民議会に対して
修正案 amendement を提出し， 30人委員会に対して， 1873年3月にティエー
ルが付託した法律案に対する再考を促した31）。しかし，この修正案は体制が
共和政体であることを前提としており， 7 月 23 日に圧倒的多数で否決され
た32）。明けて 1875 年 1 月に，30 人委員会は国論の分断を回避するべく，憲
法的法律案としてではなく，単なる 7年任期法の修正として，最終案を提出




















えない」という 1873 年 11 月 20 日法律の待機主義的精神36）の完全な延長線
35
1875 年憲法的諸法律における大臣責任



















































への反対と内閣総辞職を求める 1877 年 5 月 16 日付の書簡を，ジュール・シ
モンが受け入れたことによって生じたものであった49）。そして，ジュール・
シモン宛の大統領からの書簡には大臣による副署が為されていなかったが，
この点につき，1875 年 2 月 25 日法律第 3 条第 6 項50）に関する問題は特段生


























ヴォ・パラドルL.-A. Prévost-Paradolの 『新しきフランス La France nouvelle』， 
そしてブロイ公―ヴィクトール・ド・ブロイ Victoir de Broglie ―の 『フラ































































































貢献は， プレヴォ・パラドルの 『新しきフランス』 に匹敵する， 第二帝政末期
自由主義の思想的遺産， 『フランスにおける統治の展望 Vues sur le Gouverne-
ment de la France』70）において集中的に為されている。











































ブロイ （1785～1870） ―の子息であり，1875 年憲法的諸法律成立に前後して
二度， 首相を務めたブロイ公―アルベール・ド・ブロイ （1821～1901） ―は， 








ような原理主義的理解は，マクマオン元帥の 7 年任期法，すなわち 1873 年
11 月 20 日法律の審議過程においても維持されていた（そして，結局，同法律も
執行府の二重責任原則を存置している）83）。しかし，1873 年 2 月 21 日の議会演説















協のオリジナリティ l’originalité du compromis」を強調する必要性を指摘
し，「立憲君主制を性格づけるメカニズムが統治の共和的形態と，初めて結
合されることとなった」同憲法的諸法律という「アマルガム」を，1875 年











実際， 1875 年憲法的諸法律の制度設計はその線に沿っている。他方で， 実の
ある大臣責任制の前提条件としては，国家元首の能動性をある程度制限する











1814 年，1830 年の憲章と同様に，1875 年の憲法的諸法律は，一方では普
通選挙で選出される下院を置き93），他方では間接普通選挙で選出される上院
を置くことで94），二院制の原則を維持した。注目すべきは 1875 年の制度設
計上，「強い上院」が採用されたことである95）。1875 年 2 月 24 日憲法的法律







































教説には，1848 年以降のボナパルティスムへの自覚的反省と 1848 年以前の
国制論との知的連続性とが刻印されている。かかる刻印は，概ね 1875 年憲
法体制が素描した国制像にも転写されていると見ることができるであろう。


























































ものであるよう，1875 年 2 月 25 日法律第 6 条は規範的に要請する，という



























例を記録している。1890 年 3 月の第二次ティラール Tirard 内閣総辞職は，
フランス＝トルコ通商条約の期限満了に関する外相の責任問題が，政府全体
の責任問題に波及した倒閣事例である118）。1930 年 2 月 17 日の第一次タル
デュー Tardieu 内閣総辞職は，病欠していた首相タルデューに諮ることなく
































て，1875 年 2 月 25 日法律第 6 条所定の大臣責任原理は，いま一つの重要な
問題点を包含していた。それは，同条所定の大臣責任原理の射程を巡って生



































































影響力 son ascendant naturel を， 濫用する危険を冒すことなく行使すること
ができる。」136）とされ，プレヴォ・パラドルによって「上院の権限は我が古の





































































































































大臣 「責任」 の 「原理」 を 「両院に対するもの」 として明示的に認めつつ，他
方では，それが如何に「サンクションされるか」という「制度」について指
示しない 1875 年 2 月 25 日憲法的法律第 6条第 1項の曖昧さについて，当代
の権威ある公法学説が必ずしも異口同音に「辞職の義務付け」を認めていた
訳ではない。ラフェリエールは「この義務について述べるのは無意味であ













































1896 年の政治動態を目撃した同時代人，法学博士グリヴァス F. Grivaz は，
次のように記していた。「思うに，両院が内閣を退陣させうるのは，間接的
な仕方によるに他ならないことが証拠立てられたのである。つまり，両院の













内閣，そして 1937 年，1938 年のレオン・ブルム内閣らの倒閣事案におい
て，元老院は倒閣実績を積み重ねていった167）。1875 年 2 月 25 日憲法的法律















































い。1875 年憲法的諸法律によるフランス議院内閣制の成立は，1871 年 8 月
31 日法律，1873 年 3 月 13 日法律の延長線上に位置づけることによって初
めて，十分に理解することができる。政務を担当する権力―責任を分散・
集団化する試み（1871 年 8 月 31 日法律）にせよ，「最強の弁舌者 dictateur de 









規律を迂回しつつ―生み出される点で，不可避的に droit politique として
の性質をもつ」173）ことが，フランスにおける憲法習律論を論じるうえで，ま







唆されるのである。1870 年以降僅々 5 年の間に， 政治アクターは 「独任制執
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